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年

金

年
金
相
談
の
時
間
延
長
と

休
日
相
談
の
ご
案
内

愛
媛
県
内
の
社
会
保
険
事
務
所

で
は
、
年
金
相
談
の
時
間
延
長
や

休
日
の
年
金
相
談
を
実
施
し
て
い

ま
す
。

平
日
や
昼
間
に
相
談
に
行
け
な

い
方
は
、
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

■

年
金
相
談
の
時
間
延
長

６
月
末
ま
で
の
平
日
は
、
１９
時

ま
で
時
間
延
長
し
て
、
年
金
相
談

を
実
施
し
て
い
ま
す
。

■

休
日
の
年
金
相
談

毎
月
第
２
土
曜
日
及
び
左
記
の

休
日
は
、
社
会
保
険
事
務
所
を
開

庁
し
て
、
年
金
相
談
を
実
施
し
て

い
ま
す
。

平
日
に
行
く
こ
と
が
で
き
な
い

方
は
「
休
日
開
庁
に
よ
る
年
金
相

談
」
を
ぜ
ひ
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

実
施
日

６
月
１４
日（
土
）、
２１
日（
土
）、

２２
日（
日
）

開
庁
時
間

９
時
３０
分
〜
１６
時

開
庁
日
は
追
加
さ
れ
る
場
合
が

あ
り
ま
す
。

愛
媛
社
会
保
険
事
務
局
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
で
、
休
日
や
夜
間
の
開
設

日
な
ど
の
ご
案
内
を
し
て
い
ま
す
。

愛
媛
社
会
保
険
事
務
局
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http
://www.sia.go.jp/̃ehim

e/

「
年
金
相
談
の
時
間
予
約
」の

受
付

年
金
相
談
の
待
ち
時
間
を
解
消

す
る
た
め
、
時
間
予
約
に
よ
る
年

金
相
談
を
受
け
付
け
て
い
ま
す
。

あ
ら
か
じ
め
、
ご
都
合
の
よ
い

日
・
時
間
を
電
話
で
社
会
保
険
事
務

所
ま
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ

松
山
西
社
会
保
険
事
務
所

国
民
年
金
保
険
料
課

�
９
２
５
―
５
１
７
５

役
場
町
民
課
住
民
係

�
９
８
５
―
４
１
０
６

イ
ン
フ
ォ
メ
ー
シ
ョ
ン

◆
年
金

◆
介
護
保
険

◆
保
険
医
療

◆
防
災

◆
福
祉

６月の納税
町県民税 第１期・全期

納期限は６月３０日（月）
納期限内にお納めください。

口座振替日は

６月２５日（水）
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介護保険施設などに入所・入院してい
るとき、または短期入所を利用するとき
の食費、居住費（滞在費）の負担が軽減
されます。

対象者
� 市町村民税非課税世帯
� 生活保護世帯

対象サービス
� 介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム）

� 介護老人保健施設
� 介護療養型医療施設
� 短期入所

軽減額
対象者の収入区分や部屋の種類によっ
て、軽減額が異なりますので詳しくはお
問い合わせください。

※ 現在認定されている方も、認定の有効期限が６月末日です。再度申請をしてください。
問い合わせ 役場介護保険課介護保険係 �９８５－４１１５
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介護保険サービスを利用する所得の低い方で、一
定の要件を満たす方について、社会福祉法人が提供
するサービスを利用した場合に、利用料が軽減され
ます。
対象者
次の要件を全て満たす者
� 世帯全員が市町村民税非課税であること
� 年間収入が単身世帯で１５０万円、世帯員が１人増
えるごとに５０万円を加算した額以下であること

� 預貯金などの額が単身世帯で３５０万円、世帯員
が１人増えるごとに１００万円を加算した額以下で
あること
� 日常生活のための資産以外に活用できる資産
がないこと
� 負担能力のある親族などに扶養されていない
こと
� 介護保険料を滞納していないこと
対象サービス
社会福祉法人が運営する訪問介護、通所介護、
短期入所生活介護、特別養護老人ホームなど
軽減割合
� 老齢福祉年金を受給している方 １／２
� 上記以外の方 １／４
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